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4 2013（平成25年）

国　税／�3月分源泉所得税の納付� 4月10日
国　税／�2月決算法人の確定申告（法人税・消費税等）

� 4月30日
国　税／�8月決算法人の中間申告� 4月30日
国　税／�5月、8月、11月決算法人の消費税の中間申告

（年3回の場合）� 4月30日
地方税／�給与支払報告に係る給与所得者異動届の提出

� 4月15日
地方税／�固定資産税（都市計画税）の第1期分の納付

� 市町村の条例で定める日（原則4月中）
地方税／�土地・家屋価格等縦覧帳簿の縦覧

� 4月1日〜4月20日
�または最初の納期限のいずれか遅い日以後の日まで

地方税／�軽自動車税の納付
� 市町村の条例で定める日（原則4月中）

労　務／�労働者死傷病報告（1月〜3月分）� 4月30日

　この4月1日から、地方税である事業所税の
従業者割の非課税対象年齢が、64歳以上から
65歳以上に引上げられます。事業所税の従業
者割は、同一指定都市等の区域内で雇用され
る従業者数が100人を超える場合に課税されま
す。ただし、高齢の従業員は、免税点である
100人の判定の際、従業者数から除外できます。

ワンポイント 事業所税の非課税対象年齢

4 月 の 税 務 と 労 務4月 （卯月）APRIL

29日・昭和の日
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４月号─2

　

障
害
者
雇
用
率
（
民
間
企
業
に
義

務
付
け
ら
れ
て
い
る
障
害
者
の
法
定

雇
用
率
）
が
一
五
年
ぶ
り
に
〇・
二
％

引
き
上
げ
ら
れ
、
平
成
二
十
五
年
四

月
一
日
か
ら
二
％
に
な
り
ま
し
た
。

　

こ
の
改
正
を
踏
ま
え
、
障
害
者
雇

用
納
付
金
制
度
と
障
害
者
を
雇
い
入

れ
る
に
当
た
っ
て
の
留
意
事
項
に
つ

い
て
掲
げ
ま
す
。

障
害
者
雇
用
納
付
金
制
度

　
障
害
者
雇
用
納
付
金
制
度
に

つ
い
て
教
え
て
く
だ
さ
い
。

　

障
害
者
雇
用
納
付
金
制
度
は
、

障
害
者
の
雇
用
に
関
し
、
事
業

主
の
社
会
連
帯
責
任
の
円
滑
な
実
現

を
図
る
観
点
か
ら
、
経
済
的
負
担
を

調
整
す
る
と
と
も
に
、
障
害
者
の
雇

用
等
を
促
進
す
る
こ
と
を
目
的
に
、

事
業
主
の
共
同
拠
出
に
よ
り
実
施
さ

れ
て
い
る
も
の
で
す
。

　

具
体
的
に
は
、
法
定
雇
用
率
（
二

％
）
を
満
た
せ
な
い
事
業
主
か
ら
障

害
者
雇
用
納
付
金
を
徴
収
し
、
そ
の

納
付
金
を
財
源
と
し
て
、
法
定
雇
用

率
を
超
え
て
障
害
者
を
雇
用
し
て
い

る
事
業
主
に
、障
害
者
雇
用
調
整
金
、

報
奨
金
、
在
宅
就
業
障
害
者
特
例
調

整
金
、
在
宅
就
業
障
害
者
特
例
報
奨

金
及
び
各
種
助
成
金
の
支
給
を
行
う

と
い
う
制
度
で
す
。

　

障
害
者
雇
用
納
付
金
の
申
告
納
付
、

障
害
者
雇
用
調
整
金
な
ど
の
申
請
等

に
か
か
る
問
い
合
わ
せ
先
は
、
高
齢
・

障
害
者
雇
用
支
援
セ
ン
タ
ー
で
す
。

納
付
金
徴
収
対
象
事
業
主

　
納
付
金
徴
収
の
対
象
と
な
る

事
業
主
に
つ
い
て
教
え
て
く
だ

さ
い
。

　

常
時
雇
用
労
働
者
数
二
〇
〇

人
超
の
事
業
主
が
対
象
で
す
。

な
お
、
平
成
二
十
七
年
四
月
一
日
か

ら
は
、
常
時
雇
用
労
働
者
数
が
一
〇

〇
人
超
二
〇
〇
人
以
下
の
中
小
企
業

事
業
主
に
も
適
用
が
拡
大
さ
れ
ま
す
。

　

ち
な
み
に
、
週
二
〇
時
間
以
上
三

〇
時
間
未
満
の
短
時
間
労
働
者
も
納

付
金
の
申
告
、
障
害
者
雇
用
調
整
金

等
の
支
給
申
請
の
対
象
に
な
っ
て
い

ま
す
。

障
害
者
雇
用
調
整
金

　
法
定
雇
用
率
を
超
え
て
障
害

者
を
雇
い
入
れ
る
事
業
主
へ
の

報
奨
金
は
あ
り
ま
す
か
。

　

障
害
者
雇
用
給
付
金
制
度
は
、

障
害
者
雇
用
率
未
達
成
の
事
業

主
が
、
法
定
雇
用
障
害
者
数
に
満
た

な
い
障
害
者
一
人
に
つ
き
月
額
五
万

円
の
障
害
者
雇
用
納
付
金
を
納
付
し
、

そ
れ
を
原
資
に
、
障
害
者
雇
用
率
を

超
え
て
障
害
者
を
雇
用
し
て
い
る
事

業
主
に
対
し
、
超
え
た
障
害
者
数
一

人
に
つ
き
月
額
二
万
七
千
円
の
「
障

害
者
雇
用
調
整
金
」
を
支
給
す
る
し

く
み
に
な
っ
て
い
ま
す
。

　

な
お
、
常
時
雇
用
労
働
者
数
が
二

〇
〇
人
超
三
〇
〇
人
以
下
の
事
業
主

に
つ
い
て
は
、
平
成
二
十
七
年
六
月

ま
で
障
害
者
雇
用
納
付
金
の
減
額
特

例
（
一
人
当
た
り
月
額
四
万
円
）
が

適
用
さ
れ
ま
す
。

そ
の
他
の
報
奨
金

　
障
害
者
雇
用
納
付
金
制
度
に

は
、
障
害
者
雇
用
調
整
金
の
他

に
も
、
報
奨
金
は
あ
る
の
で
す
か
。

　

次
の
報
奨
金
等
が
あ
り
ま
す
。

①　

報
奨
金

　
　

常
時
雇
用
労
働
者
数
が
二
〇
〇

人
以
下
の
事
業
主
で
、
各
月
の
雇

用
障
害
者
数
の
年
度
間
合
計
数
が

一
定
数
を
超
え
て
障
害
者
を
雇
用

し
て
い
る
場
合
に
、
そ
の
一
定
数

を
超
え
た
障
害
者
数
に
二
万
一
千

円
を
掛
け
た
額
が
支
給
さ
れ
ま
す
。

②　

在
宅
就
業
障
害
者
特
例
調
整
金

③　

在
宅
就
業
障
害
者
特
例
報
奨
金

障
害
者
の
賃
金

　
雇
い
入
れ
る
障
害
者
の
賃
金

を
決
定
す
る
場
合
、
最
低
賃
金

は
守
ら
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
の
で
す

か
。　

最
低
賃
金
は
、
正
社
員
、
パ

ー
ト
、
ア
ル
バ
イ
ト
等
の
名
称

や
雇
用
形
態
に
関
係
な
く
、
す
べ
て

の
労
働
者
に
適
用
さ
れ
る
こ
と
が
原

則
で
す
が
、
著
し
く
労
働
能
力
が
劣

Q

Q

Q Q

Q

A

A

A A

A

障
害
者
雇
用
納
付
金
制
度

　障
害
者
雇
用
率
等
が
　年
ぶ
り
に
引
上
げ

Q

A
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3─４月号

る
に
も
か
か
わ
ら
ず
一
律
に
最
低
賃

金
を
適
用
す
る
と
、
か
え
っ
て
雇
用

機
会
を
せ
ば
め
る
恐
れ
が
あ
る
場
合

や
、
断
続
的
労
働
の
よ
う
に
労
働
の

態
様
が
大
き
く
異
な
る
場
合
は
、
都

道
府
県
労
働
局
長
に
減
額
の
特
例
許

可
を
受
け
る
こ
と
を
条
件
と
し
て
、

最
低
賃
金
を
下
回
る
賃
金
で
労
働
者

を
使
用
す
る
こ
と
が
認
め
ら
れ
て
い

ま
す
。

　

こ
の
制
度
は
、
最
低
賃
金
の
適
用

を
前
提
と
し
、
対
象
労
働
者
の
労
働

能
力
等
に
応
じ
て
減
額
し
た
最
低
賃

金
を
個
々
に
認
め
る
制
度
で
す
の
で
、

最
低
賃
金
の
適
用
を
除
外
す
る
も
の

で
は
あ
り
ま
せ
ん
。

減
額
対
象
者

　
具
体
的
に
ど
の
よ
う
な
者
が

減
額
特
例
の
対
象
に
な
る
の
で

す
か
。

　

次
に
掲
げ
る
者
に
つ
い
て
は
、

最
低
賃
金
よ
り
低
額
な
賃
金
で

雇
い
入
れ
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

①　

精
神
ま
た
は
身
体
の
障
害
に
よ

り
著
し
く
労
働
能
力
の
低
い
者

②　

試
の
使
用
期
間
中
の
者

③　

認
定
職
業
訓
練
の
う
ち
職
業
に

必
要
な
基
礎
的
な
技
能
及
び
知
識

を
習
得
さ
せ
る
こ
と
を
内
容
と
す

る
も
の
を
受
け
る
一
定
の
者

④　

軽
易
な
業
務
に
従
事
す
る
者

⑤　

断
続
的
労
働
に
従
事
す
る
者

　

減
額
特
例
を
受
け
よ
う
と
す
る
場

合
は
、
労
働
者
の
種
類
に
応
じ
た
申

請
書
様
式
に
必
要
事
項
を
記
載
し
、

所
轄
労
働
基
準
監
督
署
を
経
由
し
て

都
道
府
県
労
働
局
長
に
二
部
提
出
し
、

許
可
を
受
け
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

許
可
な
し
で
最
低
賃
金
未
満
で
働
か

せ
た
場
合

　
所
轄
労
働
基
準
監
督
署
の
許

可
を
得
な
い
で
、
会
社
と
労
働

者
間
で
最
低
賃
金
に
満
た
な
い
労
働

契
約
を
結
ぶ
こ
と
は
で
き
る
の
で
す

か
。　

減
額
特
例
は
、
所
轄
労
働
基

準
監
督
署
の
許
可
を
得
る
こ
と

に
よ
っ
て
、
地
域
別
最
低
賃
金
や
産

業
別
最
低
賃
金
を
減
額
し
た
賃
金
で

労
働
者
を
雇
用
す
る
こ
と
が
可
能
に

な
る
と
い
う
制
度
で
す
。

　

し
た
が
っ
て
、
た
と
え
ば
、
最
低

賃
金
額
よ
り
低
い
賃
金
を
労
働
者
、

事
業
主
双
方
の
み
の
合
意
で
定
め
て

も
、
そ
れ
は
最
低
賃
金
法
の
規
定
に

よ
り
無
効
と
さ
れ
（
最
低
賃
金
額
と

同
様
の
定
め
を
し
た
も
の
と
み
な
さ

れ
）、
最
低
賃
金
額
と
支
払
額
と
の
差

額
を
支
払
わ
な
く
て
は
な
り
ま
せ
ん
。

社
会
保
険
へ
の
加
入

　
低
賃
金
の
障
害
者
で
も
、
社

会
保
険
に
は
加
入
し
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
の
で
す
か
。

　

一
定
要
件
（
所
定
労
働
時
間

数
及
び
所
定
労
働
日
数
が
一
般

社
員
の
四
分
の
三
以
上
）
を
満
た
し

た
労
働
者
は
、
賃
金
の
多
寡
に
か
か

わ
ら
ず
社
会
保
険
へ
は
強
制
加
入
と

な
り
ま
す
。
こ
の
加
入
期
間
は
当
然

将
来
の
老
齢
年
金
に
反
映
さ
れ
ま
す
。

な
お
、
す
で
に
障
害
年
金
を
受
け
て

い
る
者
は
、
給
与
と
の
調
整
が
あ
り

ま
せ
ん
の
で
、
引
き
続
き
年
金
は
全

額
支
給
さ
れ
ま
す
。

　

ち
な
み
に
、
障
害
厚
生
年
金
に
関

し
て
は
、
障
害
認
定
日
後
の
被
保
険

者
期
間
は
年
金
額
に
反
映
さ
れ
ま
せ

ん
の
で
、
障
害
等
級
に
変
更
が
な
い

限
り
年
金
額
は
支
給
決
定
さ
れ
た
時

点
か
ら
生
涯
変
わ
り
ま
せ
ん
。

障
害
者
の
年
金

　
障
害
年
金
の
受
給
権
者
に
、

老
齢
年
金
は
支
給
さ
れ
ま
す
か
。

　

厚
生
年
金
保
険
の
被
保
険
者

と
し
て
保
険
料
を
納
付
し
て
い

る
場
合
は
、
老
齢
年
金
の
受
給
権
も

発
生
し
ま
す
。

　

た
だ
し
、
原
則
と
し
て
六
〇
歳
か

ら
六
四
歳
ま
で
は
、
老
齢
と
障
害
と

い
う
よ
う
に
支
給
事
由
が
異
な
る
場

合
は
、
一
人
一
年
金
の
原
則
か
ら
い

ず
れ
か
一
方
を
選
択
し
な
け
れ
ば
な

り
ま
せ
ん
。

　

障
害
年
金
は
、
初
診
日
に
お
い
て

ど
の
年
金
制
度
に
加
入
し
て
い
た
か

に
よ
り
給
付
内
容
は
大
き
く
異
な
り

ま
す
が
、
原
則
的
に
は
年
金
額
は
変

わ
ら
ず
、
ま
た
給
与
と
の
調
整
も
あ

り
ま
せ
ん
。

　

一
方
、
老
齢
年
金
は
、
厚
生
年
金

保
険
に
加
入
し
た
期
間
に
応
じ
た
額

が
支
給
さ
れ
ま
す
が
、
六
〇
歳
以
後

も
厚
生
年
金
保
険
の
被
保
険
者
と
し

て
働
く
場
合
は
、
給
与
と
の
支
給
調

整（
在
職
支
給
停
止
）が
あ
り
ま
す
。

　

六
五
歳
以
後
は
、
障
害
基
礎
年
金

と
老
齢
厚
生
年
金
ま
た
は
遺
族
厚
生

年
金
と
の
併
給
が
可
能
で
す
の
で
、

六
〇
歳
及
び
六
五
歳
に
な
る
前
に
、

年
金
事
務
所
で
年
金
額
を
試
算
し
て

も
ら
う
と
よ
い
で
し
ょ
う
。

Q

Q
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４月号─4

　障害者には、市区町村が主体となって、
次の支援機器の支給システムが実施されて
います。
１　補装具費支給制度（個別給付）
　障害者が日常生活上必要となる移動等の
確保や、就労する際の能率の向上及び障害
児が将来、社会人として独立自活するため
の素地を育成・サポートすることを目的と
して、身体の欠損または損なわれた身体機
能を補完・代替する用具（義肢・装具・車
椅子等）の購入・修理に要した費用の原則
９割相当額の補装具費（世帯の所得に応じ、
負担上限月額がある）が支給されます。
　対象となるのは、所定の身体障害者手帳
を所持する障害者及び障害児で、障害者ま
たは扶養義務者が市町村に申請し、身体障
害者更生相談所等の判定または意見に基づ
く市町村長の決定により、補装具費の支給

を受けることになります。
２　日常生活用具給付等事業（地域生活支
援事業）
　地域生活支援事業のうち、必須事業の一
つとして位置づけられ、重度障害者等の日
常生活がより円滑に行われるための用具
（点字器・歩行補助つえ・ストマ用装具等）
を給付または貸与すること等により、福祉
の増進に資することを目的として実施され
ています。
　日常生活用具の給付または貸与を受けら
れるのは、種目に対応した身体障害者手帳
を所持している障害者、障害児であって、
事前に市町村に対し申請を行い、その必要
性が認められる者です。

　なお、要件に該当する場合は１及び２の
両方から９割相当額の給付を受けることが
できますが、所得制限がありますので、そ
れらも含めて、申請までの手続き等につい
ては、市区町村の担当窓口にお問い合わせ
ください。

　１日の労働時間が８時間である社員から、
始業前または終業後にコンビニなどでアル
バイトをしたいという申出があったときに、
会社が、就業に支障がない範囲で許可をし
た場合は、割増賃金の支払い義務が発生す
る場合があります。これは、複数の会社で
働いた労働時間は通算されるためです。
　社員に１日通算８時間（法定労働時間）
を超えて労働させる場合は、その超える時
間について割増賃金を支払わなければなり
ません。この場合、支払い義務があるのは、
現実に法定労働時間を超える時間に労働さ
せた会社です。
　したがって、社員が始業前にアルバイト
をする場合は、８時間を超えた時間以降に
ついてはその会社が、業務終業後にアルバ
イトをした場合は、アルバイト先の会社が
始業時刻から割増賃金を支払わなければな
りません。

　
賃
金
の
減
給
制
裁
を
す
る
場
合
、

多
額
に
な
る
と
労
働
者
の
生
活
が
不

安
定
に
な
る
お
そ
れ
が
あ
る
た
め
、

一
定
の
制
限
を
設
け
て
い
ま
す
。

　
減
給
と
は
、
労
働
者
が
、
無
断
欠

勤
や
度
重
な
る
遅
刻
に
よ
り
職
場
の

秩
序
を
乱
し
た
り
、
職
場
の
備
品
等

を
会
社
の
許
可
な
く
私
用
で
持
ち
出

し
た
り
す
る
な
ど
の
規
律
違
反
を
し

た
こ
と
を
理
由
に
、
制
裁
と
し
て
、

賃
金
の
一
部
を
減
額
す
る
こ
と
を
い

い
ま
す
。

　
一
回
の
減
給
金
額
は
平
均
賃
金
の

一
日
分
の
半
額
以
下
、
ま
た
、
複
数

回
規
律
違
反
を
し
た
と
し
て
も
、
減

給
の
総
額
が
一
賃
金
支
払
期
に
お
け

る
金
額（
月
給
制
な
ら
月
給
の
金
額
）

の
一
〇
分
の
一
以
下
で
な
け
れ
ば
な

り
ま
せ
ん
。
た
だ
し
、
制
裁
事
案
が

賃
金
総
額
の
一
〇
分
の
一
を
超
え
る

場
合
は
、
超
過
額
を
次
の
賃
金
支
払

期
に
減
給
す
る
こ
と
は
可
能
で
す
。

補装具費支給制度・日常生
活用具給付等事業

複数の事業所で働く場合
減
給
制
裁
に
か
か
る
制
限


